
障がい者差別の解消に向けた取組 
 

行政機関名:三重県健康福祉部障がい福祉課 

 

平成 27 年度の取組 

 

１ 職員対応要領の策定 

障害者差別解消法第 10 条第１項の規定に基づき、平成 27 年 12 月 28 日付けで、県職員

を対象とする「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律に基づく職員の対応に関

する要領」を策定。 

 

２ 職員研修の実施 

障害者差別解消法の施行に備え、平成 28 年１月から２月にかけて、県職員全体に対す

る説明会（所属長に対して６回、一般職員に対して 18 回）を実施。 

 

３ 広報啓発活動の実施 

① 障害を理由とする差別の解消に向けた地域フォーラムの開催（主催：内閣府・三重県）

（平成 27 年 12 月） 

② 「県政だより」（平成 28 年１月号）への特集記事の掲載 

③ 三重テレビ「県政チャンネル」における啓発番組の放送（平成 28 年１月） 

④ 伊勢新聞への啓発広告の掲載（平成 28 年３月） 

⑤ 街頭啓発（津駅前と近鉄四日市駅前の２か所）の実施（平成 28 年３月） 

⑥ 県内の障がい福祉サービス事業所連絡協議会や民生委員児童委員協議会、社会福祉法

人等からの要請による会議や研修会の場における説明 

 

平成 28 年度の取組 

 

１ 相談窓口の設置 

平成 28 年４月１日に、健康福祉部障がい福祉課に相談窓口を設置。 

 

２ 職員研修の実施 

新規採用者研修や新任所属長研修において、障害者差別解消法の概要や職員対応要領に

ついて説明。 

 

３ 広報啓発活動の実施 

① 障害福祉サービス事業者等集団指導時における説明（平成28年７月に４会場で説明） 

② 県や医師会が主催する社会保険集団指導時における医療機関に対する説明（平成 28

年７月から平成 29 年２月までの間に９会場で説明） 

③ 三重県障がい者差別解消セミナーの開催（健康福祉部と三重県障がい者差別解消支援

協議会との共催）（平成 28 年９月に県庁講堂にて開催） 

④ 出前トーク等を活用した障がい者団体等に対する説明（随時） 

⑤ 市町からの要請による市町職員に対する説明（随時） 

⑥ 街頭啓発（駅前や商業施設）の実施（平成 29 年３月） 

・津新町駅、近鉄四日市駅、宇治山田駅 

・イオンモール鈴鹿 



⑦ 「みみの日記念第３回手話フェスティバル」会場にてブース展示の実施（平成 29 年

３月） 

 

４ 障害者差別解消地域支援協議会の設置及び開催 

障害者差別解消法第 17 条第１項の規定に基づき、平成 28 年８月に「三重県障がい者差

別解消支援協議会」を設置し、第１回協議会を開催。また、平成 29 年１月に第２回協議

会を開催。 

 

５ 市町での体制整備の促進 

障害者差別解消法の運用に関する情報共有を図るとともに、職員対応要領の策定や相談

窓口の開設、障害者差別解消地域支援協議会の設置などについて働きかけを実施（平成

28 年 12 月から平成 29 年１月にかけて県内全市町への訪問を実施、また、市町担当者会

議（平成 29 年３月）で説明）。 

 

平成 29 年度の取組予定 

 

１ 相談窓口の拡充 

平成 29 年４月１日に、三重県障害者相談支援センターにも相談窓口を設置。 

 

２ 職員研修の実施 

新規採用者研修において、障害者差別解消法の概要や職員対応要領について説明。 

 

３ 広報啓発活動の実施 

① 「県民の日」記念事業（平成 29 年４月）、消費者月間記念講演会（平成 29 年５月）

等の会場における障害者差別解消法の啓発パンフレットの配布。 

② 介護保険サービス事業者等集団指導時における説明（平成29年６月に３会場で説明）。 

③ 出前トーク等を活用した障がい者団体等に対する説明（随時）。 

④ 市町からの要請による市町職員に対する説明（随時）。 

⑤ 障がい者差別の解消を図るためのフォーラム等の開催（障害者週間(12 月３日から同

月９日まで）の前後において、複数回のイベントを開催する方向で検討)。 

 

４ 障害者差別解消地域支援協議会の開催 

平成 29 年７月に、第１回協議会を開催。内閣府作成の「合理的配慮事例集」を配布し、

各団体関係者への周知を依頼。平成 30 年１月頃に、第２回協議会を開催（予定）。 

 

５ 市町での体制整備の促進 

障害者差別解消法施行から１年が経過し、全ての市町で相談窓口が設置されたが、職員

対応要領の策定や障害者差別解消地域支援協議会の設置については未実施の市町があり、

さらなる働きかけを実施（予定）。 

 

６ 障がい者差別解消条例策定に関する議会の動き 

三重県議会に障がい者差別解消条例策定調査特別委員会が設置され、条例制定について

検討が行われている。 

 



障がいを理由とする差別の解消に向けた取組 

 

行政機関名  教育委員会事務局  

平成27年度の取組 

１ 職員対応要領の策定 

県教育委員会は、平成28年3月、県教育委員会事務局及び県立学校職員を対象に「障害を理

由とする差別の解消の推進に関する法律」に基づく対応に関する要領を策定しました。この対

応要領では、学校教育分野における障がいを理由とする「不当な差別的取扱い」及び「視覚情

報の処理が苦手な児童生徒等のために黒板周りの掲示物等の情報量を減らす」等の「合理的配

慮」の具体例を例示しました。また、県立学校管理職を対象に職員対応要領の説明を行うとと

もに、市町等教育委員会へ情報提供しました。 

 

２ 障がいを理由とする差別の解消に向けた取組 

（１）教職員を対象に、学校における合理的配慮等について研修を実施 

（２）人権学習指導資料（小学校高学年）「みんなのひろば」の作成・配付 

障がいのある人と障がいのない人が共に暮らす社会をつくるために、合理的配慮や相互 

の関わり合いの必要性を理解する学習展開例を掲載 

（３）人権学習指導資料の活用を促進するための研修講座を実施 

     人権学習指導資料「気づく つながる つくりだす」の活用方法を説明 

（４）各校の校内研修への指導・助言 

 

平成28年度の取組 

１ 相談窓口の設置 

   学校教育分野における障がい者及びその家族等の相談に対応するための窓口を、人権教育課 

に設置しました。 

 

２ 障がいを理由とする差別の解消に向けた取組 

（１）管理職を対象に「学校における合理的配慮」をテーマとした研修を実施 

（２）人権教育推進委員会等代表者を対象に、「障害者差別解消法」及び職員対応要領についての 

周知・説明 

（３）人権学習指導資料（小学校低中学年）「みんなのひろば」の作成・配付 

障がい者の社会参加を保障するための工夫や支援の手立てを、体験活動をとおして学ぶ 

学習展開例を掲載 

（４）人権学習指導資料の活用を促進するための研修講座を実施 

     人権学習指導資料（小学校高学年）「みんなのひろば」の活用方法を説明 

（５）各校の校内研修への指導・助言 

 

平成29年度の取組予定 

１ 障がいを理由とする差別の解消に向けた取組 

（１）人権学習指導資料「人権教育ガイドライン」の作成・配付 

平成29年3月に改定した三重県人権教育基本方針に基づく個別的な人権問題の現状や 

課題、具体的な取組内容等を示した指導資料「人権教育ガイドライン」を作成し、県内の 

公立学校及び市町等教育委員会に配付します。 

（２）人権学習指導資料の活用を促進するための研修講座を実施 

人権学習指導資料（小学校低中学年）「みんなのひろば」の活用方法を説明 

（３）各校の校内研修への指導・助言 



障がい者差別の解消に向けた取組 

 

行政機関名   警察本部         

 

平成 27 年度の取組 

 

 該当なし 

 

平成 28 年度の取組 

 

１ 三重県警察における障害を理由とする差別の解消の推進に関する訓令の制定 

  平成２８年４月 1 日、「障がいを理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下法と

する）が施行されたことを受け、同法第１０条第１項に基づき、障害を理由とする差別の

基本的考え方や、不当な差別的取扱いになり得る行為の具体例、合理的配慮として考えら

れる好事例等を挙げ、相談体制の整備、職員への教養・啓発等を内容とする職員対応要領

を示した訓令を制定した。 

 

２ 運転免許センターにおける合理的配慮 

（１）視覚障害者の通行を確保するため、故障して長年締切となっていた点字ブロックが設

置された出入口ドアを修理 

（２）聴覚障害者のために、運転免許更新講習時に講習担当者が話す内容を記載した資料の

配付（講習後回収）及び字幕入りＤＶＤを作成 

 

３ 警察署窓口等における合理的配慮 

（１）耳マーク表示板の設置 

（２）筆談ボードの設置 

 

４ 職員に対する訓令の周知 

（１）平成２８年４月に、職員に訓令を周知させるための文書を発出 

（２）平成２８年６月中、各警察署に巡回指導を実施し、署員に訓令の周知を徹底するよう

指導 

 

５ 教養の実施 

（１）平成２９年３月の人事異動後の新任所属長研修において、法及び訓令に関する教養を

実施 

（２）各警察署の例会教養時及び警察学校初任科生に対して、法及び訓令に関する教養を実

施 

 

平成 29 年度の取組予定 



 

 教養の実施 

各警察署及び警察学校において法及び訓令に関する教養を実施予定 



 

 

障がい者差別の解消に向けた取組 

 

行政機関名  三重労働局        

 

１ 「障害者の雇用の促進等に関する法律の改正」に係る周知について 

（１）各種会議、講習会等における周知 

① 法律の施行を控え、労働局、ハローワークが主催する会議の他、関係機関等が実施

する会議、講師として参加した研修会等の場で、障害者雇用担当官の他各ハローワー

クの担当官が法改正の趣旨及び内容について集中的に説明・周知を実施。 

② 上記説明会開催・出席件数 16 回、参加人員 785 人（労働局開催分のみ） 

○ 主な説明会 

   ・障害者雇用のための職域開発セミナー（四日市会場 平成 27 年 11 月 12 日 参

加人員 67 人、津会場 平成 27 年 11 月 26 日 参加人員 79 人） 

   ・松阪市職員を対象とした説明会（平成 28 年 5 月 13 日 参加人員約 200 人） 

   ・三重県厚生農業協同組合連合会における説明会（平成 28 年 5 月 30 日 70 人） 

 

（２）リーフレット等活用による周知 

① 厚生労働省で作成した事業主向け周知用リーフレット「雇用の分野で障害者に対す

る差別が禁止され、合理的配慮の提供が義務となります」をハローワークの他関係機

関等に掲示。 

② 県内企業（50 人以上規模 1,014 社）に対し、障害者雇用義務の周知と併せ同リーフ

レットを送付。（平成 28 年 2 月 8 日） 

③ 上記説明会の場においては、同リーフレットを使用し周知を実施。 

④ 周知の強化を図るため新たに事業所向け、障害者向け周知用ポスターを作成し、関

係機関や企業等に配布。（平成 29 年 3 月） 

 

（３）障害者差別禁止・合理的配慮に関する Q&A 等による周知 

  ① 厚生労働省が取りまとめた、「障害者差別禁止・合理的配慮に関する Q&A」により、

法律の詳細な内容について説明を実施。 

  ② また、全国のハローワークや高齢・障害・求職者雇用支援機構が収集した合理的配

慮に関する事例を取りまとめた「合理的配慮指針事例集」を企業等に配布し、具体的

な対応方法に関する周知を実施。 

 

２ ハローワークにおける対応について 

（１）職員等に対する研修の実施 

  ① 障害者担当、求人受理担当を中心として、ハローワーク職員・相談員に対し法改正

の内容に関する研修を実施。（平成 27 年度～） 

  ② 労働局内各部局が実施する職員研修において、雇用の分野における障害者差別禁



 

 

止・合理的配慮の提供義務をテーマとして研修を実施。（平成 27 年度～） 

  ③ 三重労働局全職員を対象として、「厚生労働省における障害を理由とする差別の解

消に関する対応要領」に係る研修を実施。（平成 28 年度、全 4 回実施） 

（２）ハローワークにおける担当窓口の設置 

  ① 各ハローワークにおいて担当窓口を設置し、障害者及び事業主からの相談等に対し

個別に対応。 

  ② 労働局内の雇用機会均等室や労働基準監督署内の総合労働相談コーナーへの相談

に関し、差別禁止・合理的配慮の提供に係る事案に関しては、ハローワークに連絡を

行うなど連携した対応を実施。 

 

 













 

 

障がい者雇用に関する理解を深めるための取組 

 

行政機関名 三重県雇用経済部  

 

１ ステップアップカフェ「Ｃｏｔｔｉ菜（こっちな）」 

（１）概要 

ステップアップカフェ「Ｃｏｔｔｉ菜」（以下「ステップアップカフェ」という。）は、

障がい者雇用の推進に向けた新たな取組として県が整備し、平成 26 年 12 月 24 日に、

県総合文化センターフレンテみえ１階にオープンしました。 

ステップアップカフェは、障がい者が生き生きと働く姿を企業や県民の皆さんに見て

いただき、障がい者が働くことについて考え、理解を深め、障がい者だけでなく、私た

ち社会全体もステップアップしていくことを目的としています。 

ステップアップカフェの運営については、企画提案コンペにより運営事業者に決定し

た社会福祉法人朋友（ほうゆう）が、福祉サービス事業所としてではなく、従業員との

一般的な雇用契約に基づく事業所として運営しています。 

（２）ステップアップカフェの機能 

① カフェ機能 

    訓練の場として職場実習等を行うとともに、障がい者が生き生きと働く姿を発信し

ています。 

② ブラッシュアップ機能 

チャレンジの場として、障がい者就労支援事業所等で作られた商品の展示・販売を

通じて、商品のブラッシュアップや製作意欲の向上につなげています。 

③ コーディネート機能 

交流の場として、障がい者雇用に関する理解を深めるため、企業や県民の皆さんと

障がい者との交流事業などを実施しています。 

（３）運営状況 

① 総来店者数 

66,189 人（～H29.5.31） 

② 障がいのあるスタッフの雇用状況 

３人（H29.6.1 現在） 

③ 職場実習等受入れ 

    18 人（～H29.5.31） 

（職場実習 14 人、インターンシップ ４人） 

④ 視察等受入れ 

  44 件 752 人（～H29.5.31） 

⑤ 障がい者就労支援事業所等の商品の取扱い 

累計取扱数  49 事業所 170 点（～H29.5.31） 

 



 

 

２ ステップアップ大学 

（１）概要 

ステップアップカフェの場を活用した新たな交流の取組として、平成 28 年 12 月 20

日にステップアップ大学を開校しました。 

ステップアップ大学では、企業や県民の皆様に障がい者雇用に関する理解をさらに深

めていただくため、毎月第２金曜日の午後６時３０分から約１時間、ステップアップカ

フェ店内において、“Ｃｏｔｔｉ菜で「知る」”という授業を行っています。 

県内で働く障がい者が話し手となって、仕事の様子や普段の生活、就職するまでの思

いなどを話すとともに、参加者からの質問に答えます。障がい者ご本人やご家族、支援

者、企業関係者などさまざまな方々に参加していただき、「障がい者が働くこと」につ

いて知る、考えるきっかけを作ることを目的としています。 

（２）これまでに実施した「知る」の授業（開校式～平成 29 年６月） 

① 話し手の方の障がい等 

聴覚障がい、内部障がい、難聴、弱視、発達障がい、高次脳機能障がい、 

軽度発達障がい、難病（全身性エリテマトーデス） 

② 参加者数 

・開校式の授業（12 月）  66 人 

・月例の授業（１～６月） 122 人 

（３）今後の「知る」の授業（予定） 

・７月 14 日 脊髄小脳変性症の方 

・８月 18 日 左下腿切断の方  ※８月は第３金曜日に変更 

・９月 ８日 知的障がいの方 



 

 

障がい者差別の解消に向けた取組 

 

行政機関名 津地方法務局 

 

平成 28 年度の取組（27 年度も一部含む） 

 

１ 「障がいを理由とする偏見や差別をなくそう」を啓発活動年間強調事項(17 項目)の 1

つとして定める。 

 

２ 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」周知（関係機関への広報・ポスタ

ーの掲示・ホームページの掲載等） 

 

３ 研修会、講演会等の実施 

 

４ 人権相談・人権救済活動 

 

５ 「高齢者・障害者の人権あんしん相談」強化週間の実施 

 

６ 各種啓発活動の中での取組 

 

 

平成 29 年度の取組（予定を含む） 

 

１ 「障がいを理由とする偏見や差別をなくそう」を啓発活動年間強調事項(17 項目)の 1

つとして定める。 

 

２ 社会福祉施設等における啓発活動 

 

３ 民間団体等と連携した啓発活動 

 

４ 人権相談・人権救済活動 

 

５ 「高齢者・障害者の人権あんしん相談」強化週間の実施 

 

６ 各種啓発活動の中での取組 

 



障がい者差別の解消に向けた取組 

 

行政機関名 環境生活部人権課（人権センター） 

 

平成 27 年度の取組 

 

１ 人権啓発の推進に係る取組 

（１）県民人権講座の開催 

・障害者差別解消法と障害のある人の権利 

～私たち抜きに私たちのことを決めないで～ 

講師 ＮＰＯ法人ピアサポートみえ 相談支援専門員 杉田宏 

（10 月 19 日・川越町あいあいホール） 

 

２ 人権擁護の推進に係る取組 

（１）人権に関わる相談担当者等スキルアップ講座の開催 

・ともに生きる、ともに支える ～障がい者の人権について考える～ 

講師 津市立三重短期大学 非常勤講師 脇田愉司（６月 18 日） 

・精神に障がいのある親とその子どもの理解 ～理解から支援へ～ 

講師 鈴鹿医療科学大学看護学部 准教授 土田幸子（12 月 17 日） 

 

平成 28 年度の取組 

 

１ 人権啓発の推進に係る取組 

（１）県民人権講座の開催 

・ＲＡＭＯトーク＆ライブ ～知ろうとするより 感じてほしい～ 

講師 ＲＡＭＯ（自閉症の息子２人をもつ父親と長男の音楽ユニット） 

（10 月 16 日・多気町多気中学校） 

 

（２）県人権センター開設 20 周年記念事業（11 月 20 日） 

・講演会 ダウン症の娘と共に生きて 

講師 書家 金澤泰子（翔子さんの母） 

・席上揮毫  書家 金澤翔子 

 

２ 人権擁護の推進に係る取組 

（１）人権に関わる相談担当者等スキルアップ講座の開催 

・障害者差別解消法の取組について ～社会のバリアについて考える～ 

講師 県健康福祉部人権・危機管理監 森岡賢治（5 月 17 日） 

・統合失調症ってどんな病気？私の場合。 ～あってよかった こんな支援～ 

講師 津市立美里中学校 学校図書館司書 岡田彩（10 月 13 日） 

平成 29 年度の取組予定 



 

１ 人権啓発の推進に係る取組 

（１）県民人権講座の開催 

障がい者の人権をテーマに開催予定 

 

２ 人権擁護の推進に係る取組 

（１）人権に関わる相談担当者等スキルアップ講座の開催 

・手話入門講座 ～手話はろう者と聞こえる人をつなぐ懸け橋～ 

講師 県健康福祉部障がい福祉課 主査 中澤英明 

専任手話通訳者 田中ひろみ（５月 18 日） 

・この怒りなんとかならないの！！ 

～今日から始める心のコップ大きくする３つの暗号～ 

講師 県こころの医療センター 地域支援室長 山元孝二（６月 22 日） 

・精神障がいの理解について 

～精神障がい者版地域包括ケアシステムの構築に向けて～ 

講師 障害者相談支援センター ソシオ 管理者 下方宏明（６月 22 日） 

 


